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秋田県へ要望書を提出　〜秋田県アパレル産業振興協議会〜
　6月1日㈮、秋田県アパレル産業振興協議会（佐々木繁治会長）は、
秋田県庁第二庁舎内の産業労働部長室にて、関根産業労働部長に
「秋田県の中小企業施策の拡充」について本会と連名で要望書を提
出しました。
　要望書では、県の設備投資に対する助成施策は高額な経費を必
要とするものが中心となっており、既存の事業を拡大する目的で
は活用しにくい内容となっていること、積極的に施策を活用でき
るよう、設備導入に係る制限の緩和やその補助金額及び補助率の
拡大について要望しました。

通常総会・交流サロンを開催　〜あきたレディース中央会〜
　6月20日㈬、秋田市のホテルメトロポリタン秋田において、あきたレディース中
央会（14会員）の平成24年度通常総会及び交流サロンが開催され、平成23年度事
業報告書及び収支決算書が満場一致で承認されたほか、平成24年度事業計画・収
支予算が原案どおり可決されました。
　また、総会終了後に交流サロンが開催され、会員の活動報告とメイクアップ講習
が行われました。活動報告では、秋田県化粧品小売協同組合女性部の橋本京子氏
より、組合のプライベートブランド商品「KIRYO（キリョウ）」の説明と、介護福祉
施設等への出張メイクアップにおいて、メイクアップが生き生きと暮らす一因と
なっていること等が紹介されました。
　続いて、資生堂販売株式会社東北支社美容部長工藤保子氏を講師にお迎えし、全
員で「肌をいきいき見せるメイクアップ」を実践しました。

通常総会を開催し新役員を決定　〜秋田県商店街振興組合連合会〜
　6月5日㈫、秋田市の秋田キャッスルホテルにおいて、秋田県商店街振興組合連合会（13会員）の平成24年度
通常総会が開催され、平成23年度の事業報告書及び収支決算書が承認されたほか、平成24年度事業計画、収支
予算案が原案どおり満場一致で可決・承認されました。
　また、任期満了に伴う役員改選が行われ、理事長には平澤孝夫氏（秋田市駅前広小路商店街振興組合）が再選
されたほか、副理事長には新たに塚本真木夫氏（能代市畠町商店街振興組合）が選出されました。

通常総会を開催し新役員を決定　〜あきた食品振興プラザ〜
　6月21日㈭、秋田市のホテルメトロポリタン秋田において、あきた食品振興プラザ（135会員）の平成24年度
通常総会が開催され、平成23年度の事業報告書及び収支決算書が承認されたほか、平成24年度事業計画、収支
予算案が満場異議なく原案どおり可決・承認されました。
　また、任期満了に伴う役員改選が行われ、会長に後藤一氏（秋田県菓子工業組合）、副会長に矢吹達夫氏（秋田
県豆腐油揚商工組合）、小玉真一郎氏（秋田県酒造協同組合）がそれぞれ再選されたほか、新たに副会長として
近藤隆平氏（秋田県製麺協同組合）が選出されました。

【要望を手渡す佐々木会長（左から3番目）】

【交流サロンの様子】

【メイクアップの実践】

～肌をいきいき見せるメイクアップのポイント～
　　１　肌の凹凸をなめらかに整える。
　　２　眉･目･口は上昇ラインを意識してややくっきりと仕上げる。
　　３　口紅･ほほ紅で血色感をプラスする。
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■工場見学会と竣工祝賀会を開催… 〜秋田製材協同組合〜
　6月11日㈪、秋田製材協同組合（石崎修治理事長）の製材工場が竣工し、工場見学会と竣工祝賀会が開催され
ました。
　本県の木材産業は、安価な輸入材や大規模工場を有する県
外産の製品に押され、低迷が続いています。同工場の現在の
稼働率は50％ですが、フル稼働となった場合の原木処理量は
最大で年間14万8千㎥となり、製材コストの大幅な削減が期
待されます。
　県内には森林資源が豊富にあり、原材料のスギ原木はすべ
て県内で賄うことができるため、製材品を大量生産すること
で森林整備も促進されます。
　当組合の石崎修治理事長は、「大型製材工場ができたこと
で、コスト削減を進め、製材品を安定供給する態勢が整った。
被災地や首都圏における秋田杉ブランドの販路拡大に努め
たい。」と今後の抱負を述べています。
　また、工場見学会に引き続き、秋田キャッスルホテルにお
いて竣工祝賀会が開催され、佐竹秋田県知事や穂積秋田市
長、栗林大仙市長を始め、本会からは髙橋専務理事が出席し、
総勢230名にて大型製材工場の門出を盛大に祝いました。

■インテリアフェスティバル2012を開催… 〜秋田県室内装飾事業協同組合〜
　秋田県室内装飾事業協同組合（野口久栄理事長）は今年の10月に創立40周年を迎えますが、記念事業の一環
として、来る7月21日㈯に秋田市のイオン秋田御所野店セントラルコートにてインテリアフェスティバルを
開催します。
　様々な企画が用意されていますので、是非、ご来場
下さい。
　＜開催予定のイベント＞
　　○インテリア設計の無料相談
　　○メーカーブース巡りスタンプラリー
　　　（空くじなしの抽選会）
　　○カーテン生地を使ったエコバッグ作り
　　○�カーペットを使用したキッズデザインコンテ

スト　等
【お問い合わせ先】
　秋田県室内装飾事業協同組合　☎018-831-1276

■商店街にWi-Fi（無線LAN）スポットを設置
… 〜大館市御成町二丁目商店街振興組合〜
　大館市御成町二丁目商店街振興組合（瀧等理事長）では、大館市から受託した「御成町商店街情報発信事業」
の一環として、観光客受入の玄関口となるJR大館駅に近いという立地を活かし、利便性を高めることで商店
街に人を呼び込むという目的で、商店街がある大館市御成町二丁目大通り一帯を範囲に、パソコンやスマート
フォンでインターネットに無料接続できる「フリースポット」を開設しました。
　旧ジャスコ跡地がある交差点から、旧小坂鉄道踏切までの範囲に電波を受信するアクセスポイントを5カ所
に設置して商店街一帯をカバーしており、対応機種があれば24時間無料でインターネットに接続できます。
ご来街の際には、是非ご利用下さい。

【丸太の加工作業】

【竣工祝賀会の様子】
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◎業界の現状について
　当業界は、現在、転換期にあります。人口の減少等によって、国内及
び県内での市場がどんどん小さくなってきており、技術力がなけれ
ば仕事をもらうことができないようになってきております。また、海
外との競争も激しくなっており、物価が安い地域とは製品価格での
勝負ができず、さらに技術の進歩も目覚ましく、溶接等の一部の技術
は日本と肩を並べる位になってきております。
◎理事長としての抱負　
　当組合においては、「今、通用しているから良い。」とか、「県内で認
められているから安心」という考えは危険です。
　今はまだ日本が先行していますが、10年後のギアチェンジでは間
に合いません。ずっとトップスピードで走り続け（常に技術を磨き続
け）、粘って、簡単に追いつかせない努力が必要です。
　値下げして受注するのでなく、一億円の仕事を一億円で受けられ
るように、組合員全体で技術を向上させていきたいと思っています。
◎座右の銘について
　座右の銘は、「一生懸命」です。自分で課題を見つけ、常に挑戦を続けています。物事は、一回勝って終わりで
はないと思います。常に、今よりもレベルアップしようと努力し続け、前を走る者を追い越そうとする時や後
ろから追いつかれた時、勝てないまでも負けない実力を備えたいと考えています。
◎趣味について
　趣味は、ゴルフ、スキー、そして家庭菜園を楽しんでいます。スキーは、新潟県の出身なので、子どもの頃か
ら当たり前のように滑っていますが、ストレス解消になり、年齢を重ねても楽しめるスポーツだと思います。
冬場になると、妻と毎週のようにスキー場へ出かけております。できれば100歳まで滑走するのが目標です。

秋田県鐵構工業協同組合
理事長　藤　澤　正　義 さん

　商店街等の課題解決に有効な新たな取り組みについて研修企画の提案を受けて審査を行い、採択された商店街等
に提案に応じて1〜5日の期間、専門家等を派遣し研修を行います。
　○応募対象　　　�商店街振興組合、事業協同組合、商店街振興組合連合会、協同組合連合会、任意団体の商店会を

含む商店街、まちづくり会社、NPO法人等　
　○補助限度額　　30万円以内
　○補助対象費目　講師謝金、講師旅費、教材費（印刷費・作成費）、会場費（会場借料・会場設営費）
　○申請受付期限　平成24年12月20日（木）（毎月20日締め）
【お問い合わせ先】　株式会社全国商店街支援センター
　　　　　　　　　〒104-0043�東京都中央区湊1-6-11　八丁堀エスワンビル4階　TEL�03-6228-3061/FAX�03-6228-3062

　この制度は、電力会社による再生可能エネルギー買い取りに係る費用が賦課金という形で7月の電気料から上乗
せされるにあたり、製造業のように大量に電力を使用する事業者については、一定の条件を満たした場合に賦課金
の減免を実施するというものです。
　○申請受付期限　平成24年7月13日（金）まで　　
【お問い合わせ先】東北経済産業局エネルギー課　☎022-221-4932　http://www.enecho.meti.go.jp/saiene/kaitori/index.html

　平成21年に改正された「育児休業、介護休業等又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」は、これまで従業
員100人以下の事業主への適用が免除されておりましたが、本年7月1日より全面施行されますので、就業規則等の
整備についてご確認下さい。
　　　適用となる制度（概要）
○短時間勤務制度（所定外労働時間の短縮措置）：�３歳に満たない子を養育する従業員が申し出た場合に、短時間勤務ができる制度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日の労働時間が原則として6時間）
○所定外労働の制限：３歳に満たない子を養育する従業員が申し出た場合に、残業が免除される制度
○介護休暇の制度：�要介護状態にある対象家族の介護その他の世話を行う従業員が申し出た場合に、休暇を取得することができる
　　　　　　　　　制度（対象家族が1人の場合：年に5日以内、対象家族が2人以上の場合：年に10日以内）

インフォメーションインフォメーションインフォメーション
商店街の自主取り組み提案事業を募集中　　株式会社全国商店街支援センター

電気使用料金の減免制度のお知らせ　　東北経済産業局

改正育児･介護休業法が全面施行　　厚生労働省


